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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため、記載しておりません。 

３ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等については、記載しておりません。 

４ 当社は関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益を記載しておりません。 

５ 平成17年３月期の１株当たり配当額30円には、記念配当２円を含んでおります。 

６ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業 

会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第119期中 第120期中 第121期中 第119期 第120期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (千円) 3,565,690 3,651,810 3,861,881 7,068,644 7,298,055

経常利益 (千円) 862,492 928,684 1,042,171 1,526,562 1,594,921

中間(当期)純利益 (千円) 510,900 576,928 599,524 910,388 978,250

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) ― ― ─ ― ―

資本金 (千円) 1,227,000 1,227,000 1,227,000 1,227,000 1,227,000

発行済株式総数 (千株) 12,154 12,154 12,154 12,154 12,154

純資産額 (千円) 14,438,198 15,223,883 15,994,949 14,681,536 15,549,708

総資産額 (千円) 17,773,796 19,114,608 19,937,521 18,096,673 19,645,596

１株当たり純資産額 (円) 1,212.33 1,300.62 1,367.21 1,234.20 1,324.43

１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) 42.84 48.84 51.25 71.86 78.54

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ─ ― ―

１株当たり配当額 (円) 14.00 15.00 16.00 30.00 32.00

自己資本比率 (％) 81.2 79.6 80.2 81.1 79.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 677,726 678,110 497,801 1,405,543 1,483,902

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △411,826 144,712 △236,093 △256,391 △318,347

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △267,198 △ 443,259 △198,996 △521,101 △629,146

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 4,390,815 5,399,728 5,619,285 5,020,164 5,556,573

従業員数 (名) 139 138 146 134 135



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労使関係については、特に記載すべき事項はありません。 

  

従業員数(名) 146



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当社の当中間会計期間の売上高は、大衆向製品および医療用製品に動物用医薬品、乳酸菌バルクを

含めた売上高全体で、38億６千１百万円（前年同期比２億１千万円、5.8％増）となり、当初の予定

通りに遂行しております。 

 大衆向製品におきましては、主力製品である「新ビオフェルミンＳ」が前年同期に比べ3.3％の増

加となったほか、本年２月に一般用医薬品として新発売した、おなかのハリに対する効果を高めたビ

タミンＣ配合の「ビオフェルミンＶＣ」の市場導入が進み、順調に推移したこともあり、大衆向製品

全体で前年同期比に比べ5.3％の増加となりました。 

 医療用製品におきましては、前年同期に比べ「ビオフェルミンＲ」が13.4％の増加、「ビオフェル

ミン錠剤」が28.3％の増加と順調に推移し、医療用医薬品全体で前年同期に比べ5.7％の増加となり

ました。 

 一方利益につきましては、販売促進関係の経費が増加したことに加え、当中間会計期間より役員賞

与見込額を引当金として計上したことによる費用の増加があったものの、売上高の増加や減価償却費

の減少等により、営業利益は10億１千５百万円（前年同期比９千８百万円、10.7％増）、経常利益は

10億４千２百万円（前年同期比１億１千３百万円、12.2％増）、中間純利益は５億９千９百万円（前

年同期比２千２百万円、3.9％増）となりました。 

  
  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間期末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前中間期末に比べ２

億１千９百万円増加し、当中間期末は56億１千９百万円となりました。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は次の通りであります。

  
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における営業活動による資金の増加は、４億９千７百万円（前中間会計期間は６

億７千８百万円の増加）となりました。 

 これは、営業収益の向上に取り組み、営業努力の強化に努めましたこと等により、税引前中間純

利益が10億４千２百万円（前中間会計期間は10億１百万円）と順調であったものの、未払金の支払

や売上債権の増加による減少などがあったことによるものであります。 

  
(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における投資活動による資金の減少は、２億３千６百万円（前中間会計期間は１

億４千4百万円の増加）となりました。 

 これは、有形固定資産の取得による２億３千６百万円の支出（前中間会計期間は１億４千４百万

円の支出）があったことを反映したものであります。 

  
(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間における財務活動による資金の減少は、１億９千８百万円（前中間会計期間は４

億４千3百万円の減少）となりました。 

 これは、株主総会決議による配当金の支払が１億９千８百万円（前中間会計期間は１億８千９百

万円）であったものの、当中間会計期間においては取締役会決議に基づく自己株式の取得による支

出がなかった（前中間会計期間は２億５千３百万円）ことによるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 
  

 
(注) １ 生産実績金額の算定基準は当社の販売価格によっております。 

２ 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ ビオフェルミン下痢止め及びビオフェルミン錠剤は、株式会社陽進堂に生産を委託しておりま

す。 

４ ビオフェルミンＶＣは、平成18年２月より販売を開始した製品であるため、前年同期との比較

分析は行っておりません。 

  

(2) 受注実績 

当社は製品ごとの販売計画を基準として、生産計画を立案し、これによって生産を行っており、受注

生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 
  

 
(注) １ ビオフェルミンＶＣは、平成18年２月より販売を開始した製品であるため、前年同期との比較

分析は行っておりません。 

    ２ 主な販売先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次の通りであります。 
  

 
３ 上記販売実績の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

種別

当中間会計期間
平成18年４月１日～平成18年９月30日 前年同期比 

(％)
生産金額(千円)

新ビオフェルミンＳ 2,149,214 3.6

ビオフェルミン止瀉薬 80,320 △10.4

ビオフェルミン下痢止め 64,112 △13.0

ビオフェルミン健胃消化薬錠 36,232 △1.3

ビオフェルミンＶＣ 107,110 ―

ビオフェルミンＲ 524,088 △8.4

ビオフェルミン 582,504 △15.0

ビオフェルミン錠剤 163,405 8.0

ビオスミン 12,668 △14.3

健康食品 76,083 37.2

動物用ビオフェルミン 5,616 △31.6

合計 3,801,357 0.6

種別

当中間会計期間
平成18年４月１日～平成18年９月30日 前年同期比 

(％)
販売金額(千円)

新ビオフェルミンＳ 2,219,477 3.3

ビオフェルミン止瀉薬 79,526 1.0

ビオフェルミン下痢止め 74,279 8.3

ビオフェルミン健胃消化薬錠 30,810 10.0

ビオフェルミンＶＣ 40,791 ―

ビオフェルミンＲ 510,214 13.4

ビオフェルミン 619,731 △4.3

ビオフェルミン錠剤 185,066 28.3

ビオスミン 13,808 △12.2

健康食品 70,891 28.3

動物用ビオフェルミン 7,605 △0.3

その他 9,680 26.1

合計 3,861,881 5.8

相手先
前中間会計期間 当中間会計期間

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

武田薬品工業㈱ 3,588,922 98.3 3,783,385 98.0



３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更および新たに生じた課題はあり

ません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社は研究部門を設置し、乳酸菌の専門メーカーとして、医薬品分野を中心に研究活動を行っておりま

す。 

人々の健康のためによりよい医薬品を供給することを目的に、有用乳酸菌のさまざまな疾患に対する予

防・治療効果の研究および製品への応用、乳酸菌製剤等の消化器官用医薬品を主体とした研究開発並びに

乳酸菌の有効性を追求する基礎研究を行うとともに、製品の品質・生産性を向上するための技術開発にも

取り組んでおります。 

当年度におきましても乳酸菌の有する効果について多方面への研究を進めており、当中間会計期間にお

ける研究開発費の総額は57,606千円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

① 前事業年度末に計画していた重要な設備投資の変更 
  

 
(注) １ 今後の所要資金につきましては、全額を自己資金にてまかなう予定であります。 

   ２ 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 前事業年度末に計画していた重要な設備投資のうち、当中間会計期間に完了したもの 
  

 
(注) 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

③ 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等 
  

 
(注) １ 今後の所要資金につきましては、全額を自己資金にてまかなう予定であります。 

   ２ 上表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

前事業年度末において、計画中または実施中の重要な設備の除却等はありません。 

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

設備名
予算金額 
(千円)

既支払額 
(千円)

今後の 
所要資金 
(千円)

着手年月
完成予定
年月

変更内容
完成後の 
生産能力

試験研究・管理棟 2,078,800 200,000 1,878,800
平成18年
６月

平成19年
９月

予算金額の変更
研究開発体制の充実
並びに工場生産力の
増強・合理化

ボーレコンテナ
（３基）

6,050 ─ 6,050
平成18年
７月

平成18年
10月

予算金額並びに
完成予定年月の
変更

品質向上

設備名
予算金額 
(千円)

投資額
(千円)

完成年月 完成後の生産能力

造粒機用集塵機 13,200 13,200 平成18年４月 老朽化による更新

ボイラーおよび集中管理装置取替 16,800 16,800 平成18年６月 老朽化による更新

設備名
予算金額 
(千円)

既支払額 
(千円)

今後の
所要資金 
(千円)

着手年月
完成予定
年月

完成後の 
生産能力

空調用吸収式冷凍機 71,890 ─ 71,890 平成18年８月 平成19年３月 老朽化による更新



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月21日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 12,154,000 12,154,000
大阪証券取引所
市場第一部

―

計 12,154,000 12,154,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日

― 12,154,000 ― 1,227,000 ― 734,457



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) 平成18年９月30日現在で当社が所有している自己株式は455千株で、実質上4位にあたりますが、上記の表には

含めておりません。 

なお、所有している自己株式の発行済株式総数に対する割合は、3.7％であります。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「単元未満株式」の欄の普通株式には当社所有の自己株式66株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権1個)含まれ

ております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社T・ZONEキャピタル 東京都中央区日本橋室町３－２－15 3,751 30.86

武田薬品工業株式会社 大阪市中央区道修町４丁目１番１号 1,216 10.01

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 820 6.75

細 見 英 男 神戸市中央区 275 2.26

寺 谷 一 憲 兵庫県芦屋市 171 1.41

高 津 久美子 東京都渋谷区 147 1.21

大 西 章 史 兵庫県西宮市 121 1.00

ビオフェルミン製薬従業員持株
会

神戸市長田区三番町５丁目５番地 99 0.82

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 94 0.78

ノーザン トラスト カンパニ
ー（エイブイエフシー） サブ 
アカウント アメリカン クラ
イアント 
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店）

50 BANK STREET CANARY WHART LONDON 
E14 5NT UK 
 
(東京都中央区日本橋3丁目11-1)

80 0.66

計 ― 6,777 55.76

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 455,000

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 11,674,600 116,746 ―

単元未満株式  
普通株式 24,400 ― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 12,154,000 ― ―

総株主の議決権 ― 116,746 ―



② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の 
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)
ビオフェルミン製薬 
株式会社

神戸市長田区三番町 
五丁目５番地

455,000 ― 455,000 3.7

計 ― 455,000 ― 455,000 3.7

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,990 1,950 1,908 1,939 1,940 1,949

最低(円) 1,885 1,855 1,800 1,730 1,858 1,880



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月

30日まで)の中間財務諸表については、中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間会計期間(平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受

けております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、

みすず監査法人となりました。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 6,119,728 6,519,285 6,456,573

 ２ 売掛金 3,212,195 3,283,441 3,230,953

 ３ 有価証券 ─ 300,012 ─

 ４ たな卸資産 301,193 262,547 303,766

 ５ 繰延税金資産 113,103 113,489 138,343

 ６ その他 12,427 12,877 9,881

  流動資産合計 9,758,649 51.0 10,491,654 52.6 10,139,518 51.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ (5,805,885) (5,647,536) (5,574,740)

  (1) 建物 1,433,961 1,316,199 1,371,731

  (2) 構築物 10,661 9,474 10,322

  (3) 機械装置 1,058,788 801,315 892,120

  (4) 車両運搬具 1,281 837 993

  (5) 工具器具備品 54,222 45,779 52,602

  (6) 土地 3,246,969 3,246,969 3,246,969

  (7) 建設仮勘定 ― 226,960 ―

 ２ 無形固定資産 (22,503) (17,056) (19,411)

 ３ 投資その他の資産 (3,527,569) (3,781,273) (3,911,926)

  (1) 投資有価証券 3,512,808 3,769,677 3,900,198

  (2) その他 15,455 12,290 12,422

    貸倒引当金 △694 △694 △694

  固定資産合計 9,355,959 48.9 9,445,866 47.3 9,506,077 48.3

  資産合計 19,114,608 100.0 19,937,521 100.0 19,645,596 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 31,129 20,082 13,340

 ２ 未払金 1,193,542 1,100,196 1,287,079

 ３ 未払法人税等 459,379 446,410 453,833

 ４ 返品調整引当金 12,800 11,000 12,000

 ５ 販売促進引当金 52,000 54,000 50,000

 ６ 賞与引当金 121,802 116,220 174,938

 ７ 役員賞与引当金 ─ 27,500 ─

 ８ その他 7,243 7,892 8,465

  流動負債合計 1,877,896 9.8 1,783,301 8.9 1,999,657 10.1

Ⅱ 固定負債

 １ 繰延税金負債 1,555,468 1,695,721 1,623,424

 ２ 退職給付引当金 247,641 238,686 255,090

 ３ 役員退職慰労引当金 209,718 224,862 217,715

  固定負債合計 2,012,828 10.5 2,159,270 10.8 2,096,230 10.6

  負債合計 3,890,724 20.3 3,942,571 19.7 4,095,887 20.8



前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資本の部)

Ⅰ 資本金 1,227,000 6.4 ― ― 1,227,000 6.2

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 734,457 ― 734,457

 ２ その他資本剰余金 20 ― 126

   資本剰余金合計 734,478 3.8 ― ― 734,584 3.7

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 126,750 ― 126,750

 ２ 任意積立金 11,253,337 ― 11,253,337

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

990,427 ― 1,216,174

   利益剰余金合計 12,370,515 64.7 ― ― 12,596,262 64.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

1,562,120 8.1 ― ― 1,672,640 8.5

Ⅴ 自己株式 △670,231 △3.5 ― ― △680,779 △3.4

  資本合計 15,223,883 79.6 ― ― 15,549,708 79.2

  負債・資本合計 19,114,608 100.0 ― ― 19,645,596 100.0



前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― 1,227,000 6.1 ―

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 734,457 ―

  (2) その他資本剰余金 ― 129 ―

   資本剰余金合計 ― 734,587 3.6 ―

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 126,750 ―

  (2) その他利益剰余金

    退職慰労準備 
    積立金

― 62,500 ―

    従業員退職基金 ─ 30,000 ─

    配当準備積立金 ─ 210,000 ─

    固定資産圧縮 
    積立金

─ 1,058,512 ─

    別途積立金 ─ 10,290,000 ─

    繰越利益剰余金 ― 1,164,138 ―

   利益剰余金合計 ― ─ 12,941,900 64.9 ― ─

 ４ 自己株式 ― ─ △681,196 △3.4 ― ─

   株主資本合計 ― ─ 14,222,291 71.3 ― ─

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

― 1,772,657 ―

   評価・換算差額等 
   合計

― ─ 1,772,657 8.8 ― ─

  純資産合計 ― ─ 15,994,949 80.2 ― ─

  負債・純資産合計 ― ― 19,937,521 100.0 ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,651,810 100.0 3,861,881 100.0 7,298,055 100.0

Ⅱ 売上原価 1,033,192 28.2 1,082,566 28.0 2,152,082 29.5

   売上総利益 2,618,617 71.7 2,779,314 71.9 5,145,972 70.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,701,272 46.5 1,763,939 45.6 3,578,654 49.0

   営業利益 917,345 25.1 1,015,375 26.2 1,567,318 21.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 26,510 0.7 28,951 0.7 52,194 0.7

Ⅴ 営業外費用 15,171 0.4 2,155 0.0 24,591 0.3

   経常利益 928,684 25.4 1,042,171 26.9 1,594,921 21.9

Ⅵ 特別利益

   土地売却益 72,722 72,722 1.9 ─ ─ ─ 72,722 72,722 1.0

   税引前中間 
   (当期)純利益

1,001,406 27.4 1,042,171 26.9 1,667,643 22.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

※３ 443,000 415,000 742,000

   法人税等調整額 ※３ △18,521 424,478 11.6 27,647 442,647 11.4 △52,607 689,392 9.4

   中間(当期)純利益 576,928 15.7 599,524 15.5 978,250 13.4

   前期繰越利益 413,499 ― 413,499

   中間配当額 ― ― 175,575

   中間(当期) 
   未処分利益

990,427 ― 1,216,174



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

(注）１．その他利益剰余金の内訳 

 
  

２．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金

その他  
資本剰余金

利益準備金
その他
利益剰余金
（注）1

平成18年３月31日残高 (千円) 1,227,000 734,457 126 126,750 12,469,512 △680,779 13,877,067

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注)２ ─ ─ ─ ─ △198,885 ─ △198,885

 利益処分による役員賞与（注)２ ─ ─ ─ ─ △55,000 ─ △55,000

 中間純利益 ─ ─ ─ ─ 599,524 ─ 599,524

 自己株式の取得 ─ ─ ─ ─ ─ △428 △428

 自己株式の処分 ─ ─ 3 ─ ─ 10 13

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額） (千円)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

─ ─ 3 ─ 345,638 △417 345,223

平成18年９月30日残高 (千円) 1,227,000 734,457 129 126,750 12,815,150 △681,196 14,222,291

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高 (千円) 1,672,640 1,672,640 15,549,708

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注)２ ― ― △198,885

 利益処分による役員賞与（注)２ ― ― △55,000

 中間純利益 ― ― 599,524

 自己株式の取得 ― ― △428

 自己株式の処分 ― ― 13

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額） (千円）

100,016 100,016 100,016

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

100,016 100,016 445,240

平成18年９月30日残高 (千円) 1,772,657 1,772,657 15,994,949

退職慰労 

準備積立金

従業員 

退職基金

配当準備

積立金

固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益 

剰余金

その他 

利益剰余金 

合計

平成18年３月31日残高 (千円) 62,500 30,000 210,000 1,060,837 9,890,000 1,216,174 12,469,512

中間会計期間中の変動額

 剰余金の配当（注)２ ─ ─ ─ ─ ─ △198,885 △198,885

 利益処分による役員賞与（注)２ ─ ─ ─ ─ ─ △55,000 △55,000

 中間純利益 ─ ─ ─ ─ ─ 599,524 599,524

 固定資産圧縮積立金の取崩（注)２ ─ ─ ─ △2,325 ─ 2,325 ─

 別途積立金の積立（注)２ ─ ─ ─ ─ 400,000 △400,000 ─

中間会計期間中の変動額合計 (千円) ─ ─ ─ △2,325 400,000 △52,036 345,638

平成18年９月30日残高 (千円) 62,500 30,000 210,000 1,058,512 10,290,000 1,164,138 12,815,150



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税引前中間(当期)純利益 1,001,406 1,042,171 1,667,643

 ２ 減価償却費 219,912 195,020 464,201

 ３ 返品調整引当金の減少額 △ 700 △ 1,000 △ 1,500

 ４ 販売促進引当金の増加額 4,000 4,000 2,000

 ５ 賞与引当金の増加額 
   (△減少額)

△ 10,200 △ 58,718 42,935

 ６ 役員賞与引当金の増加額 ─ 27,500 ─

 ７ 退職給付引当金の増加額 
   (△減少額)

1,421 △ 16,403 8,870

 ８ 役員退職慰労引当金の 
   増加額

7,996 7,146 15,993

 ９ 受取利息及び受取配当金 △ 18,810 △ 24,556 △ 39,742

 10 受取賃貸料 △ 2,865 △ 3,223 △ 5,570

 11 土地売却益 △ 72,722 ─ △ 72,722

 12 固定資産除却損 11,029 1,295 11,146

 13 役員賞与支払額 △ 55,000 △ 55,000 △ 55,000

 14 売上債権の増加額 △ 35,287 △ 52,488 △ 54,044

 15 たな卸資産の減少額 
   (△増加額)

△ 38,843 41,219 △ 41,416

 16 仕入債務の増加額 
   (△減少額）

8,200 6,741 △ 9,588

 17 未払金の増加額 
   (△減少額)

△ 52,231 △ 238,290 121,661

 18 未払消費税等の増加額 
   (△減少額)

△ 15,471 21,515 △ 19,768

 19 その他 8,451 △ 9,526 12,715

    小計 960,285 887,404 2,047,816

 20 利息及び配当金の受取額 17,437 22,678 37,078

 21 賃貸料の受取額 2,865 3,223 5,570

 22 法人税等の支払額 △ 302,478 △ 415,503 △ 606,563

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

678,110 497,801 1,483,902



 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入 
   による支出

△ 700,000 △ 800,000 △ 1,600,000

 ２ 定期預金の払戻 
   による収入

1,200,000 800,000 1,920,000

 ３ 有形固定資産の取得 
   による支出

△ 144,843 △ 236,225 △ 230,843

 ４ 有形固定資産の売却 
   による収入

92,870 ― 92,870

 ５ 無形固定資産の取得 
   による支出

△ 3,485 ― △ 3,485

 ６ 投資有価証券の取得 
   による支出

△ 300,023 ― △ 500,115

 ７ その他 192 131 3,225

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

144,712 △ 236,093 △ 318,347

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 自己株式の取得 
   による支出

△ 253,912 △ 428 △ 264,862

 ２ 自己株式の売却 
   による収入

134 13 578

 ３ 配当金の支払額 △ 189,481 △ 198,581 △ 364,862

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△ 443,259 △ 198,996 △ 629,146

Ⅳ 現金及び現金同等物 
  の増加額

379,564 62,712 536,408

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

5,020,164 5,556,573 5,020,164

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※ 5,399,728 5,619,285 5,556,573



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評

価方法

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

   償却原価法（定額法）

  その他有価証券

  ・時価のあるもの

   中間決算日の市場価格に基

づく時価法(評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定)

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

    同左

  その他有価証券

  ・時価のあるもの

   中間決算日の市場価格等に

基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)

(1) 有価証券

  満期保有目的の債券

    同左

  その他有価証券

  ・時価のあるもの

   決算末日の市場価格等に基

づく時価法

(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

  ・時価のないもの

   移動平均法による原価法

  ・時価のないもの

   移動平均法による原価法

  ・時価のないもの

   移動平均法による原価法

(2) たな卸資産

製品・仕掛品…総平均法によ

る原価法

(2) たな卸資産

    同左

(2) たな卸資産

    同左

原材料…移動平均法による原

価法

２ 固定資産の減価償却の

方法

 

(1) 有形固定資産

定率法

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備は除く)については、定

額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。

建物および構築物 ３～50年

機械装置   ７年

工具器具備品 ２～20年

(1) 有形固定資産

同左

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

定額法

ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)に

基づく定額法。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

一般債権

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、貸倒実績率法によ

り計上しております。

(1) 貸倒引当金

一般債権

同左

(1) 貸倒引当金

一般債権

同左

破産更生債権等 

個別に回収可能性を評価し、

回収不能見込額を計上してお

ります。

破産更生債権等

同左

破産更生債権等

同左

(2) 返品調整引当金

返品による損失に備えるた

め、法人税法の規定に基づく

限度相当額を計上しておりま

す。

(2) 返品調整引当金

同左

(2) 返品調整引当金

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

(3) 販売促進引当金

販売した製品について実施し

た販売奨励策に伴う販売促進

費の支出に備えるため、小売

店への納入額に対し過去の支

払実績率を乗じた額を計上し

ております。

(3) 販売促進引当金

同左

(3) 販売促進引当金

同左

(4) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に

あてるためのものであり、支

給見込額基準により計上して

おります。

(4) 賞与引当金

同左

(4) 賞与引当金

同左

(5）  ─────── (5) 役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給にあ

てるためのものであり、当事

業年度における支給見込額に

基づき、当中間会計期間の負

担額を計上しております。 

 

(5）  ─────── 

(会計方針の変更） 

当中間会計期間より「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年11月29日

企業会計基準第4号）を適用し

ております。 

この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益および

税引前中間純利益が、27,500千

円減少しております。

(6) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。

(6) 退職給付引当金

同左

(6) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務に基づき計上して

おります。

(7) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当事業

年度末における要支給額に基

づき、事業年度に係る繰入見

込額を期間按分して計上して

おります。

(7) 役員退職慰労引当金

同左

(7) 役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

４ 中間キャッシュ・フロ

ー計算書(キャッシ

ュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲

中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金・随時引き出し可能

な預金からなっております。

同左 キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、

手許現金・随時引き出し可能な預

金からなっております。

５ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項

  消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。な

お、「仮払消費税」及び「仮

受消費税」は相殺のうえ、

17,081千円は中間貸借対照表

上、流動負債の「未払金」に

含めて表示しております。

  消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。な

お、「仮払消費税」及び「仮

受消費税」は相殺のうえ、

34,300千円は中間貸借対照

上、流動負債の「未払金」に

含めて表示しております。

  消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によってお

ります。



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 

─────────

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第６号）を適

用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。

 

─────────

 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示 

 に関する会計基準等） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会平成17年12月

９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は、15,994,949千円

であります。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

 

─────────

 

─────────

（自己株式及び準備金の額の減少等 

 に関する会計基準等の一部改正） 

 当中間会計期間から、改正後の

「自己株式及び準備金の額の減少等

に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 最終改正平成18年８月11日

企業会計基準第１号）及び「自己株

式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 最終改正平成18年８月11

日 企業会計基準適用指針第２号）

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間財

務諸表は、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

 

─────────



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

5,330,139千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

5,738,565千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

5,569,105千円

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 203千円

受取配当金 18,606

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 916千円

受取配当金 23,640

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 722千円

受取配当金 39,019

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 216,549千円

無形固定資産 3,363

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 192,103千円

無形固定資産 2,917

 ２ 減価償却実施額

有形固定資産 457,745千円

無形固定資産 6,455

※３ 

 当中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当期において

予定している利益処分による圧縮積

立金の取崩しを前提として当中間会

計期間に係る金額を計算しておりま

す。

※３ 

 当中間会計期間に係る納付税額及

び法人税等調整額は、当期において

予定している圧縮積立金の取崩しを

前提として当中間会計期間に係る金

額を計算しております。

―――



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 
 増加数の主な内訳は、次の通りであります。 
  単元未満株式の買取りによる増加    227株 

  
 減少数の主な内訳は、次の通りであります。 
  単元未満株式の買増請求による減少   7株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

 
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となる 

  もの 

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 12,154,000 ─ ─ 12,154,000

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 454,846 227 7 455,066

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年6月29日 
定時株主総会

普通株式 198,885 17 平成18年3月31日 平成18年6月30日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月21日 
取締役会

普通株式
繰越利益 
剰余金

187,182 16 平成18年9月30日 平成18年12月8日



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び 
預金勘定

6,119,728千円

預入期間が 
３ヵ月を 
超える定期預金

△720,000千円

現金及び 
現金同等物

5,399,728千円

 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

現金及び 
預金勘定

6,519,285千円

預入期間が 
３ヵ月を 
超える定期預金

△900,000千円

現金及び 
現金同等物

5,619,285千円

 

※現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

現金及び
預金勘定

6,456,573千円

預入期間が
３ヵ月を 
超える定期預金

△900,000千円

現金及び
現金同等物

5,556,573千円

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

オペレーティング・リース取引

未経過リース料

 １年以内 840千円

 １年超 ―

 合計 840千円

該当事項はありません。

 

 

 

該当事項はありません。



(有価証券関係) 

(前中間会計期間末)(平成17年９月30日現在) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 当中間会計期間において、上記株式について減損処理の対象となったものはありません。なお、株式の減損処

理にあたっては、時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合に、回復する見込みのないほど著しい下落が

あったものとみなして、減損処理を適用することとしております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(当中間会計期間末)(平成18年９月30日現在) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 当中間会計期間において、上記株式について減損処理の対象となったものはありません。なお、株式の減損処

理にあたっては、時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合に、回復する見込みのないほど著しい下落が

あったものとみなして、減損処理を適用することとしております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

満期保有目的の債券

 国債 300,024 299,570 △ 454

計 300,024 299,570 △ 454

区分 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

その他有価証券

 株式 563,477 3,211,139 2,647,661

計 563,477 3,211,139 2,647,661

区分 中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 1,645

区分
中間貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

満期保有目的の債券

 国債 500,062 498,980 △ 1,082

計 500,062 498,980 △ 1,082

区分 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

その他有価証券

 株式 563,477 3,567,982 3,004,504

計 563,477 3,567,982 3,004,504

区分 中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 1,645



(前事業年度末)(平成18年３月31日現在) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) 当該株式の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて30％以上下落した場合に、回復する見込みのない

ほど著しい下落があったものとみなして、減損処理を適用することとしております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

  

 
  

区分
貸借対照表計上額

(千円)
時価(千円) 差額(千円)

満期保有目的の債券

 国債 500,091 497,640 △ 2,451

計 500,091 497,640 △ 2,451

区分 取得原価(千円)
貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

その他有価証券

 株式 563,477 3,398,461 2,834,984

計 563,477 3,398,461 2,834,984

区分 貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

 非上場株式 1,645

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

デリバティブ取引を全く行なってお

りませんので該当事項はありませ

ん。

同左 同左

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

関連会社がありませんので、該当事

項はありません。

同左 同左



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 
  

１ １株当たり純資産額 
  

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益金額 
  

 

  

  

(重要な後発事象) 
  

   
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 1,300円62銭 １株当たり純資産額 1,367円21銭 １株当たり純資産額 1,324円43銭

１株当たり中間純利益 
金額

48円84銭
１株当たり中間純利益
金額

51円25銭
１株当たり当期純利益 
金額

78円54銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。

前中間会計期間末

（平成17年9月30日）

当中間会計期間末

（平成18年9月30日）

前事業年度末

（平成18年3月31日）

中間貸借対照表の 
純資産の部の合計額(千円)

─ 15,994,949 ─

普通株式に係る純資産額 
(千円)

─ 15,994,949 ─

普通株式の発行済株式数 
(千株）

─ 12,154 ─

普通株式の自己株式数 
(千株)

─ 455 ─

1株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数 
（千株）

─ 11,698 ─

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 576,928 599,524 978,250

普通株主に帰属しない金額
(千円) 
(うち利益処分による役員賞与
金)

―

(―)

─

(─)

55,000

(55,000)

普通株式に係る中間(当期)
純利益(千円)

576,928 599,524 923,250

普通株式の期中平均株式数
(千株)

11,811 11,699 11,755

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

該当事項はありません。 同左 同左



(2) 【その他】 

第121期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日)中間配当については、平成18年11月21日開

催の取締役会において、平成18年９月30日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録され

た株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

 

  

① 中間配当金の総額 187,182千円

② １株当たりの中間配当金  16円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成18年12月8日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
平成18年４月３日、平成18年５月８日、平成18年６月１日、平成18年７月３日近畿財務局長に提出 

  

  

(1) 
 
有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第120期)

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日

平成18年６月29日 
近畿財務局長に提出

 
(2)
 
自己株券買付状況報告書



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１６日

ビオフェルミン製薬株式会社 

取 締 役 会    御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているビオフェルミン製薬

株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１２０期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成

１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ビオフ

ェルミン製薬株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から

平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 白 井   弘 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 和 人 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１５日

ビオフェルミン製薬株式会社 

取 締 役 会    御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているビオフェルミン製薬

株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１２１期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成

１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ビオフ

ェルミン製薬株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から

平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 藤 井 靜 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 橋 和 人 
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